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C. ⾃然環境の保全に関する法令に基づく区域⼜は地域の指定状況 

a. ⾃然公園法に基づく⾃然公園 

事業区域周辺には、「⾃然公園法」第５条第１項の規定により指定された国⽴公園、同条

第２項の規定により指定された国定公園、第72条の規定により指定された道⽴⾃然公園の

区域はない。 

 

b. ⾃然環境保全法に基づく原⽣⾃然環境保全地域、⾃然環境保全地域及び道⾃然環境保全

地域 

事業区域周辺には、「⾃然環境保全法」第14条第１項の規定により指定された原⽣⾃然環

境保全地域、第22条第１項の規定により指定された⾃然環境保全地域、及び「北海道⾃然

環境等保全条例」第14条第１項の規定により指定された道⾃然環境保全地域はない。 

 

c. 都市緑地法に基づく緑地保全地区 

事業区域周辺には、「都市緑地法」第５条第１項の規定により指定された緑地保全地域、

第12条第１項の規定により指定された特別緑地保全地区、第34条第１項の規定により指定

された緑化地域はない。 

 

d. 森林法に基づく保安林 

事業区域周辺には、「森林法」第25条の規定により指定された保安林はない。 

 

e. 絶滅のおそれのある野⽣動植物の種の保存に関する法律に基づく⽣息地等保護区 

事業区域周辺には、「絶滅のおそれのある野⽣動植物の種の保存に関する法律」第36条第

１項の規定により指定された⽣息地等保護区はない。 

 

f. ⿃獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に基づく⿃獣保護区 

事業区域周辺には、「⿃獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」第28条第１

項の規定により指定された⿃獣保護区、第29条第１項の規定により指定された特別保護地

区はない。 

 

g. 北海道⽣物の多様性の保全に関する条例に基づく⽣息地等保護区 

事業区域周辺には、「北海道⽣物の多様性の保全に関する条例」第65条第１項の規定によ

り指定された⽣息地等保護区はない。 
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h. その他関係法令に基づく区域等の指定状況 

(ｱ) 世界の⽂化遺産及び⾃然遺産の保護に関する条約に記載された⾃然遺産 

事業区域周辺には、「世界の⽂化遺産及び⾃然遺産の保護に関する条約」第11条２の世

界遺産⼀覧表に記載された⾃然遺産はない。 

 

(ｲ) 特に⽔⿃の⽣息地として国際的に重要な湿地に関する条約に基づく湿地 

事業区域周辺には、「特に⽔⿃の⽣息地として国際的に重要な湿地に関する条約」第２

条１の規定により指定された湿地はない。 

 

D. 資源等の保護・保存に関する法令に基づく区域⼜は地域の指定状況 

a. ⽂化財保護法に基づく史跡名勝天然記念物、重要⽂化的景観及び伝統的建造物群保存

地区 

事業区域周辺における「⽂化財保護法」第57条第１項の規定により指定された登録有形

⽂化財、第109条第１項の規定により指定された名勝(庭園、公園、橋梁及び築堤にあって

は、周囲の⾃然的環境と⼀体をなしていると判断されるものに限る。)及び天然記念物(動

物⼜は植物の種を単位として指定されている場合における当該種及び標本を除く。)、「北

海道⽂化財保護条例」、「札幌市⽂化財保護条例」により指定された有形⽂化財の分布状況

は、表3.2.2-24及び図3.2.2-6に⽰すとおりである。 

 

表3.2.2-24 ⽂化財保護法等に基づく⽂化財の指定状況 

地点 名称 指定区分 事業区域からの⽅位・距離 

1 
開拓使札幌本庁舎跡及び 

旧北海道庁本庁舎  
国指定史跡  事業区域 南⻄側 約300m 

2 

北海道庁旧本庁舎(⾚レンガ庁舎) 国指定重要⽂化財 

事業区域 南⻄側 約300m 箱館奉⾏所⽂書 国指定重要⽂化財 

開拓使⽂書 国指定重要⽂化財 

3 旧札幌農学校演武場(時計台） 国指定重要⽂化財 事業区域 南南東側 約400m 

4 
⽇本キリスト教団札幌教会 

(旧札幌美以教会堂) 
国登録有形⽂化財 事業区域 南東側 約450m 

5 アイヌのまるきぶね 
国指定重要有形 

⺠俗⽂化財 
事業区域 ⻄南⻄側 約550m 

6 
北海道⼤学附属植物園庁舎(旧札幌農学

校動植物学教室)※現 宮部⾦吾記念館 
国登録有形⽂化財 事業区域 ⻄南⻄側 約600m 

7 清華亭 市指定有形⽂化財 事業区域 ⻄北⻄側 約600m 

8 北海道⼤学植物園・博物館 国指定重要⽂化財 事業区域 ⻄南⻄側 約700m 

9 北海道⼤学バチェラー記念館 国登録有形⽂化財 事業区域 ⻄南⻄側 約700m 

10 
北海道⼤学古河記念講堂 

(旧東北帝国⼤学農科⼤学科林学教室) 
国登録有形⽂化財 事業区域 北⻄側 約750m 

11 
北海道⼤学旧札幌農学校 

昆⾍及養蚕学教室 
国登録有形⽂化財 事業区域 北⻄側 約850m 

12 
カラフトナヨロ惣⼄名⽂書(ヤエンコロ

アイヌ⽂書) 
国指定重要⽂化財 

事業区域 北⻄側 約750m 

13 新琴似村屯⽥兵村記録 道指定有形⽂化財 

14 北海道⼤学旧札幌農学校 図書館書庫 国登録有形⽂化財 
事業区域 北⻄側 約900m 

15 北海道⼤学旧札幌農学校 図書館読書室 国登録有形⽂化財 

注) 「事業区域からの⽅位・距離」は、事業区域中央付近からの⽅位及び事業区域境界からの距離を⽰す。 

出典：「札幌の⽂化財(令和元年12⽉１⽇札幌市)」(札幌市)   
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図3.2.2-6 ⽂化財の指定状況位置図  
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b. 都市計画法に基づく⾵致地区 

事業区域周辺における「都市計画法」第８条第１項第７号の規定により指定された⾵致

地区は、表3.2.2-25及び図3.2.2-7に⽰すとおりである。 

事業区域の南側には、「⼤通⾵致地区」及び「創成川上⾵致地区」が指定されている。 

 

表3.2.2-25 ⾵致地区の指定状況 

地点 名称 ⾯積(ha) 決定告⽰ 変更告⽰ 所在地 

A 
⼤通 

⾵致地区 
34.8 

昭和14.7.8 

(内)387 

昭和41.12.2 

(建)3876 

中央区⼤通⻄13丁⽬〜⼤通東６丁⽬、 

南１条東１〜７丁⽬ 

B 
創成川上 

⾵致地区 
12.4 

昭和14.7.8 

(内)387 

昭和41.12.2 

(建)3876 

札幌市中央区南６条⻄１丁⽬・東１丁⽬ 

〜北２条⻄１丁⽬・東１丁⽬ 

出典：「⾵致地区制度(⾵致地区⼀覧)」(札幌市 令和２年３⽉閲覧) 

 

c. その他関係法令に基づく区域等の指定状況 

(ｱ) 景観法等に基づく景観重要建造物及び景観重要樹⽊ 

1) 景観法に基づく景観重要建造物及び景観重要樹⽊ 

事業区域周辺には、「景観法」第19条第１項の規定により指定された景観重要建造物、

第28条第１項の規定により指定された景観重要樹⽊はない。 

 

2) 札幌市景観条例に基づく札幌景観資産及び景観計画重点区域 

事業区域周辺における「札幌市景観条例」第36条の規定により指定された札幌景観資

産は、表3.2.2-26及び図3.2.2-8に⽰すとおりである。 

また、「札幌市景観条例」第12条第３項の規定により指定された景観計画重点区域は、

表3.2.2-27及び図3.2.2-8に⽰すとおりである。 

 

表3.2.2-26 札幌市景観条例に基づく札幌景観資産の指定状況 

地点 名 称 構造等 事業区域からの⽅位・距離 

A ⽇本基督教団札幌教会礼拝堂 ⽊⾻⽯造  事業区域 南東側 約450m 

B 市⺠会館前の ハルニレ  

種類：ハルニレ 

樹⾼：19ｍ 

幹周：3.82ｍ  

事業区域 南東側 約550m 

C 北海湯  れんが造  事業区域 北東側 約750m 

D 髙城商店  ⽊造、⽯造(倉庫) 事業区域 北東側 約800m 

注) 「事業区域からの⽅位・距離」は、事業区域中央付近からの⽅位及び事業区域境界からの距離を⽰す。 

出典: 「景観重要建造物等」(札幌市 令和２年３⽉閲覧) 

 

表3.2.2-27 札幌市景観条例に基づく景観計画重点区域の指定状況 

名 称 施⾏時期 

⼤通地区 昭和63(1988)年４⽉１⽇施⾏ 

札幌駅前通北街区地区 
平成４(1992)年８⽉１⽇施⾏ 

[変更]平成23(2011)年12⽉１⽇施⾏ 

札幌駅南⼝地区 
平成15年(2003)年４⽉１⽇施⾏ 

[変更]平成23(2011)年12⽉１⽇施⾏ 

札幌駅北⼝地区 平成16(2004)年６⽉１⽇施⾏ 

出典 :「景観法に関する届出」(札幌市 令和２年３⽉閲覧) 
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(ｲ) 都市の美観⾵致を維持するための樹⽊の保存に関する法律に基づく保存樹等、  

  並びに北海道⾃然環境等保全条例に基づく環境緑地保護地区及び記念保護樹⽊ 

事業区域周辺における「都市の美観⾵致を維持するための樹⽊の保存に関する法律」

第２条第１項の規定により指定された保存樹等は、表3.2.2-28及び図3.2.2-8に⽰すとお

りである。なお、「札幌市緑の保全と創出に関する条例」第24条第１項の規定により指定

された保存樹等はない。 

また、「北海道⾃然環境等保全条例」第22条第１項の規定により指定された環境緑地保

護地区は、表3.2.2-29及び図3.2.2-8に⽰すとおりである。なお、第28条第１項の規定に

より指定された記念保護樹⽊はない。 

 
表3.2.2-28 保存樹等の指定状況 

(平成31年３⽉31⽇現在) 

地点 所在地 
保存樹⼜は 

保存樹林別 
樹  種 

本数⼜は 

⾯積 
指定年⽉⽇ 

１ 中央区北５条⻄８丁⽬ 
独⽴樹 ハルニレ ２本 

昭和43.8.5 
樹林地 ケヤキ、ヤチダモ外 2,255m2 

２ 
中央区南１条⻄８丁⽬ 

三吉神社境内  
独⽴樹 コブシ 1本 昭和43.8.5 

出典：「公園緑地の統計(平成31年３⽉31⽇現在)保存樹等指定⼀覧表」(札幌市 令和２年３⽉閲覧) 

 

表3.2.2-29 環境緑地保護地区の指定状況 
(平成29年７⽉28⽇現在) 

名称 種類 所在地 ⾯積(ha) 特  徴 指定年⽉⽇ 

道庁本庁舎 前庭 環境緑地 
中央区北２条⻄５

丁⽬１の⼀部他 
2.26 

イチイ、アカマツ、ハル

ニレ等の樹林地､野⿃ 
昭和47.3.25 

出典：「⾃然環境保護地域等 ⾃然環境保全地域等の現況」(北海道 令和２年３⽉閲覧) 

 

E. ⼀定の環境要素に係る環境の保全を⽬的として法令等により指定された地域 

a. 砂防法に基づく砂防指定地 

事業区域周辺には、「砂防法」第２条の規定により指定された砂防指定地はない。 

 

b. 急傾斜地の崩壊による災害の防⽌に関する法律に基づく急傾斜地崩壊危険区域 

事業区域周辺には、「急傾斜地の崩壊による災害の防⽌に関する法律」第３条第１項の規

定により指定された急傾斜地崩壊危険区域はない。 

 

c. 地すべり等防⽌法に基づく地すべり防⽌区域 

事業区域周辺には、「地すべり等防⽌法」第３条第１項の規定により指定された地すべり

防⽌区域はない。 

 

d. その他関係法令に基づく区域等の指定状況 

(ｱ) ⼟砂災害警戒区域等における⼟砂災害防⽌対策の推進に関する法律に基づく 

  ⼟砂災害警戒区域 

事業区域周辺には、「⼟砂災害警戒区域等における⼟砂災害防⽌対策の推進に関する

法律」第７条第１項の規定により指定された⼟砂災害警戒区域、第９条第１項の規定に

より指定された⼟砂災害特別警戒区域はない。  
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図3.2.2-7 ⾵致地区の指定状況位置図  
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図3.2.2-8 札幌景観資産、景観計画重点区域、 
  保存樹・保存樹林、環境緑地保護地区の指定状況  
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(3) 国、北海道及び札幌市の環境保全に関する施策に係る項⽬ 

A. 国の環境保全に関する施策 

国の環境保全に関する施策としては、「環境基本計画[第五次計画]」、「地球温暖化対策計

画」、「ごみ処理基本計画策定指針」、「⽣物多様性国家戦略2012-2020」等がある。 

各施策の概要は、表3.2.2-30に⽰すとおりである。 

 

表3.2.2-30 環境保全に関する施策の概要(国) 

施策の名称 内  容 

環 境 基 本 計 画 [ 第 五 次 計

画](平成30年４⽉ 閣議決

定） 

「環境基本法」第15条に基づく、環境基本計画であり、第五次計画では、SDGs

の考え⽅も活⽤しながら、分野横断的な以下の６つの「重点戦略」を設定してい

る。 

1. 持続可能な⽣産と消費を実現するグリーンな経済システムの構築 

2. 国⼟のストックとしての価値の向上 

3. 地域資源を活⽤した持続可能な地域づくり 

4. 健康で⼼豊かな暮らしの実現 

5. 持続可能性を⽀える技術の開発・普及 

6. 国際貢献による我が国のリーダーシップの発揮と戦略的パートナーシップ

の構築 

これらにより、環境政策による経済社会システム、ライフスタイル、技術など

あらゆる観点からのイノベーションの創出や、経済・社会的課題の「同時解決」

を実現し、将来に渡って質の⾼い⽣活をもたらす「新たな成⻑」につなげていく

こととしている。 

地球温暖化対策計画(平成

28年５⽉ 閣議決定) 

COP21で採択されたパリ協定や平成27年７⽉に国連に提出した「⽇本の約束

草案」を踏まえ、⽇本の地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進するための計

画である。 

2030年度に2013年度⽐で26％削減するとの中期⽬標について、各主体が取り

組むべき対策や国の施策を明らかにし、削減⽬標達成への道筋を付けるととも

に、⻑期的⽬標として2050年までに80％の温室効果ガスの排出削減を⽬指すこと

を位置づけており、我が国が地球温暖化対策を進めていく上での礎となるもので

ある。 

ごみ処理基本計画策定指

針(平成28年９⽉ ⼤⾂官

房廃棄物・リサイクル対策

部 廃棄物対策課) 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」第６条に基づき、同法の⽬的である⽣

活環境の保全と公衆衛⽣の向上を図りつつ、⼀般廃棄物の適正な処理を⾏うた

め、当該市町村が区域内の⼀般廃棄物処理に関する計画(以下「⼀般廃棄物処理計

画」という。)を策定するための基本的事項を定めている。 

⼀般廃棄物処理計画は、①⻑期的視点に⽴った市町村の⼀般廃棄物処理の基本

⽅針となる計画(⼀般廃棄物処理基本計画)と、②基本計画に基づき年度ごとに、

⼀般廃棄物の排出の抑制、減量化・再⽣利⽤の推進、収集、運搬、処分等につい

て定める計画(⼀般廃棄物処理実施計画)から構成される。 

また、それぞれ、ごみに関する部分(ごみ処理基本計画及びごみ処理実施計画)

と⽣活排⽔に関する部分(⽣活排⽔処理基本計画及び⽣活排⽔処理実施計画)と

から構成される。 

⽣物多様性国家戦略2012-

2020(平成24年９⽉ 閣議

決定) 

1993年に発効した「⽣物の多様性に関する条約」(⽣物多様性条約)第６条に基

づき策定されたものであり、また、2008年に「⽣物多様性基本法」が施⾏されて

からは、同法に基づく国家戦略にもなっている。 

愛知⽬標の達成に向けた我が国のロードマップとして、年次⽬標を含め他の⽇

本の国別⽬標(13⽬標)とその達成に向けた主要⾏動⽬標(48⽬標)を設定すると

ともに、国別⽬標の達成状況を測るための指標(81指標)を設定している。また、

⾏動計画として、約700の具体的施策、50の数値⽬標を掲げている。 
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B. 北海道の環境保全に関する施策 

北海道の環境保全に関する施策としては、「北海道環境基本計画[第２次計画]改定版」、

「北海道地球温暖化対策推進計画」、「北海道廃棄物処理計画[第４次]」、「北海道⽣物多様

性保全計画」、「北海道景観計画」、「北海道みどりの基本⽅針」等がある。 

各施策の概要は、表3.2.2-31(1)〜(2)に⽰すとおりである。 

 

表3.2.2-31(1) 環境保全に関する施策の概要(北海道) 

施策の名称 内  容 

北 海 道 環 境 基 本 計 画

[第２次計画]改定版(平

成28年３⽉ 北海道） 

「北海道環境基本条例」第10条に基づき、循環と共⽣を基調とする持続可能な北

海道を⽬指して策定されたものである。また、道の環境に関する個別の計画等は、

環境基本計画が⽰す⽅向に沿って策定・推進されるものである。 

「循環と共⽣を基調とする環境負荷の少ない持続可能な北海道」を⽬標とし、「地

域環境の保全」、「循環型社会の形成」、「⾃然との共⽣」、「地域環境の確保」という

４つの政策分野に対して、横断的・共通的に関わる施策を掲げている。 

北海道地球温暖化対策

推 進 計画(平 成 22年 ５

⽉ 北海道) 

「北海道環境基本条例」に基づき、環境の保全及び創造に関する⻑期的な⽬標及

び施策の基本的事項について定めた北海道環境基本計画(平成20年３⽉第2次計画)

の個別計画として、また、「北海道地球温暖化防⽌対策条例」に基づき、地球温暖化

対策を総合的かつ計画的に推進する⽬的で策定を義務づけた「地球温暖化対策推進

計画」として位置づけられている。 

本計画では、「低炭素社会」、「循環型社会」、「⾃然共⽣社会」の実現を通して、「循

環と共⽣を基調とする環境負荷の少ない持続可能な北海道」を⽬指すものとし、

2020年に温室効果ガス排出量を1990年⽐で７％削減することを⽬標としている。 

北海道廃棄物処理計画

[第 ４ 次 ]( 平 成 27 年 ３

⽉ 北海道) 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」第５条に基づき、国の基本⽅針に即して、

北海道の区域内における廃棄物の減量その他その適正な処理に関する計画として策

定するものであり、また、「北海道循環型社会形成の推進に関する条例」に基づく「北

海道 循環型社会形成推進基本計画」における、廃棄物の排出抑制、適正な循環的利

⽤及び適正処分に関する個別計画としても、位置づけられている。 

廃棄物処理に関する⽅針として、「適正な管理」、「協働による取組」、「透明性の確

保」の３つを定め、平成31年に⼀般廃棄物の排出量を1,800千t(平成24年度⽐ 約11％

削減)以下とし、産業廃棄物の排出量を39,000千t以下とすること等を⽬標としてい

る。 

北海道⽣物多様性保全

計画(平成22年７⽉ 北

海道) 

「⽣物多様性基本法」第13条・第９条に基づき、⽣物多様性の保全と持続可能な

利⽤に関する⽬標や総合的・計画的に講ずべき施策を掲げた本道の⽣物多様性地域

戦略にあたる。 

本計画は、北海道が平成８年に制定した北海道環境基本条例第10条第１項に基づ

く環境基本計画[第２次計画]の「重点的に取り組む事項」のひとつである「北海道

らしい⾃然共⽣社会の実現」における「⽣物多様性保全に関する基本プログラム」

に該当する。⽬標として以下の２つを掲げている。 

1．地域の特性に応じた多様な⽣態系や動植物の保全 

2．地域の特性に応じた⽣態系構成要素の持続可能な利⽤ 

また、本計画は、北海道を４つの圏域に、８つの⽣態系に区分・分類し、⽣物多

様性の現状を把握して、課題の整理と基本⽅針などの検討を⾏っている。 
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表3.2.2-31(2) 環境保全に関する施策の概要(北海道) 

施策の名称 内  容 

北海道景観計画 

( 平 成 20 年 ６ ⽉  北 海

道) 

「景観法」第８条の規定に基づく景観計画であり、景観⾏政団体である市町村の

区域を除く北海道の区域を本計画の対象区域とし、法に基づく届出対象⾏為及び良

好な景観形成のための⾏為の制限に関する事項を定めている。 

良好な景観の形成に関する⽅針として「⼀体性と連続性のある広域景観づくり」、

「戦略的な活⽤を図るための景観資源の整備」、「協働による多様な景観づくり」、

「景観の総合的な質を⾼めるための景観づくり」の４つを掲げている。 

北海道みどりの基本⽅

針(平成31年３⽉ 北海

道) 

本⽅針は、都市緑地法の具体的な運⽤を⽰した都市緑地法運⽤指針に基づき定め

た「広域緑地計画」である。 

道内都市圏における緑地の将来像やその実現に向けた⽅針を⽰すだけでなく、そ

の他の環境保全・創造に関する事項を定める指針として位置づけている。 

本⽅針は、道内都市圏における、緑地の保全や緑化の推進等に係る⽅向性を⽰し、

都市の「みどり」の質の向上や有効活⽤を図って、道⺠の健康で⽂化的な都市⽣活

を確保することを⽬的としている。これまでの公園等緑地の「量の確保」に加えて

緑地が持つ防災などの多⾯的な機能を活⽤する「質の向上」を重視することを⽬標

の⼀つとして掲げている。 
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C. 札幌市の環境保全に関する施策 

札幌市の環境保全に関する施策としては、「第２次札幌市環境基本計画」、「札幌市温暖化

対策推進計画」、「札幌市⽔環境計画」、「新スリムシティさっぽろ計画 札幌市⼀般廃棄物処

理基本計画」、「⽣物多様性さっぽろビジョン」、「札幌市景観計画」、「札幌市緑の基本計画」

等がある。 

各施策の概要は、表 3.2.2-32(1)〜(2)に⽰すとおりである。 

 

表3.2.2-32(1) 環境保全に関する施策の概要(札幌市) 

施策の名称 内  容 

第２次札幌市環境基本計

画（平成30年３⽉ 札幌市） 

「札幌市環境基本条例」に基づき、環境保全・創造に関する施策を総合的かつ

計画的に推進することを⽬的として策定されたものである。また、環境保全・創

造を⽬的とする⾏政計画だけではなく、その他の環境保全・創造に関する事項を

定める上位計画として位置づけている。 

札幌の⽬指す環境都市像を、環境保全に向けた市⺠意識や⽣活⽂化が根づいた

「環境⾸都」とし、将来像を実現するための５つの柱として、「健康で安全な環境

の中で⽣活できる都市」、「積雪寒冷地に適した低炭素社会の実現」、「資源を持続

可能に活⽤する循環型社会の実現」、「都市と⾃然が調和した⾃然共⽣社会の実

現」、「環境施策の横断的・総合的な取組の推進」を掲げている。 

札幌市温暖化対策推進計

画(平成27年３⽉ 札幌市) 

⼆酸化炭素排出の現状や地域特性を踏まえ、札幌市においてより実効性ある地

球温暖化対策を進めるための道筋を探り、その⽅向性を⽰すことを主な⽬的と

し、「地球温暖化対策推進法」第20条に定める「地域推進計画」として位置づけて

いる。 

2050年に温室効果ガス排出量を1990年⽐で80％削減することを⻑期数値⽬標

としており、「家庭」、「産業・業務」、「運輸」、「みどり」、「廃棄物」、「エネルギー」

について、それぞれが⽬指すべき社会像を提⽰している。 

具体的な施策として、「家庭」では⾼断熱・⾼気密住宅の普及、省エネ・再エネ

機器の普及、省エネ⾏動の実践、「産業・業務」では省エネ・再エネ設備の普及、

省エネ⾏動の実践、環境産業の振興と⼈材育成、「運輸」では次世代⾃動⾞の導

⼊、エコドライブの推進、公共交通の利⽤促進、「みどり」ではみどりの保全、み

どりの創出、みどりの活⽤、「廃棄物」ではごみの減量・リサイクル推進、廃棄物

発電・熱利⽤の推進、「エネルギー」では再エネ機器の普及・拡⼤、分散電源の普

及・拡⼤、エネルギーネットワークの強化が掲げられている。 

札幌市⽔環境計画(平成15

年10⽉ 札幌市) 

札幌市の良好な⽔環境を保全・創出するための基本的⽅針と⽬標を⽰し、市⺠

の共有の財産として将来の世代に継承するため、市⺠・事業者・⾏政の協働によ

る取り組みを⼀体的、総合的に推進するために策定されたものである。 

「地下⽔位の低下を⽌め地盤沈下を防⽌する」、「⾬天時に公共⽤⽔域に排出さ

れる汚濁負荷量を削減する」等の、９つの⽔環境⽬標が掲げられている。 

新スリムシティさっぽろ

計画 札幌市⼀般廃棄物処

理基本計画（平成30年３⽉ 

札幌市） 

「⼤量⽣産・⼤量消費・⼤量廃棄型社会」から脱却し、⽣活の無駄を省き、資

源循環を⽬指して限りある資源やエネルギーを有効に使う、そして環境への負荷

をできる限り少なくする社会を⽬指し、「ごみ排出量で政令市トップを⽬指すこ

と」を基本⽬標としている。 

基本⽅針は環境・協働・安⼼・効率のそれぞれの側⾯を考慮することとし、以

下の４つを掲げている。 

1. (環境)２Rの取組と資源化推進によって、環境負荷が可能な限り少ない社会

を⽬指す 

2. (協働)市⺠・事業者・⾏政の連携による、ごみ減量・リサイクルの取組推進

を⽬指す 

3. (安⼼)だれもが安⼼してごみ出しできる体制を⽬指す 

4. (効率)費⽤対効果を考慮し、コストの最適化を⽬指す 
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表3.2.2-32(2)環境保全に関する施策の概要(札幌市) 

施策の名称 内  容 

⽣物多様性さっぽろビジ

ョン(平成25年３⽉ 札幌

市) 

「⽣物多様性基本法」第５条・第13条に基づく基本計画であり、基本理念は「北

の⽣き物と⼈が輝くまちさっぽろ」とし、以下３つの⽬標を掲げている。 

1. 豊かな⽣物多様性と共⽣する都市づくり 

2. ⽣物多様性に配慮したライフスタイルの実践 

3. 伝統資源の継承及び創造 

また、本ビジョンの進⾏状況を確認・評価するために５つの指標を設定してい

る。 

1. ⽣物多様性の理解度を2020年までに60% 

2. ⽣物多様性保全活動に参加したり、取り組んでいる市⺠・事業者の割合を

2020年までに市⺠10％、2015年までに事業者60％ 

3. ⾃然と積極的に触れあっている市⺠の割合を2020年までに35％ 

4. 市⺠の地産地消や環境配慮商品の利⽤促進を2020年度までに地産地消

75％、環境配慮商品50％ 

5. 事業者の原材料調達時の配慮の促進を2020年度までに50％ 

札 幌 市 景 観 計 画(平 成 29

年２⽉ 札幌市) 

「景観法」第８条の規定に基づく景観計画であり、札幌市全域を本計画の対象

区域とし、法に基づく届出対象⾏為及び良好な景観形成のための⾏為の制限に関

する事項を定めている。 

景観計画区域における景観形成の基本理念は、「北の⾃然・都市・⼈が輝きを織

りなす美しい札幌の景観を創り上げる」である。 

景観対象区域は８つの地区に区分されており、事業区域周辺は「都⼼部」に該

当し、都⼼部では、「世界に向けて都⼼の魅⼒を発信する優れた景観形成」を⽬標

とし、駅前通、⼤通、創成川通、北３条通を軸に、個性を⽣かした、⾵格のある

魅⼒的な空間の創出に努める等の景観形成の⽅針が設定されている。 

札幌市緑の基本計画(平成

23年３⽉ 札幌市) 

「都市緑地法」第４条の規定に基づく緑地の保全及び緑化の推進に関する基本

計画として定めたものである。 

「実現しようみんなの⼿で⼈と緑が輝くさっぽろ」を計画の基本理念とし、み

どり豊かな札幌のまちづくりを総合的に推進するための指針として位置づけて

いる。 

「街中のみどりの創出とネットワークづくり」を計画の柱の⼀つとし、スペー

スの少ない都⼼部におけるみどりの創出を進めるため、まちづくりにあわせ、質

の⾼いみどりを確保するものとし、都⼼部における特に重要なみどりの軸とし

て、⼤通公園、創成川公園等が位置づけられている。 
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(4) その他 

A. 事業区域周辺における関連開発計画等 

札幌市では、札幌駅周辺地区を「札幌駅交流拠点」として位置づけ、まちづくりの指針

となる「札幌駅交流拠点まちづくり計画」(平成30年９⽉ 札幌市)を策定した。 

本計画は、「札幌まちづくり戦略ビジョン」を最上位計画、「第２次札幌市都市計画マス

タープラン」及び「札幌市⽴地適正化計画」を都市空間に関わる上位計画とし、都⼼部に

おける空間形成や機能集積の⽅向性を⽰す「第２次都⼼まちづくり計画」や、都⼼のまち

づくりを⽀える環境エネルギーの施策を⽰す「都⼼エネルギープラン」を踏まえて、特に

札幌駅周辺における具体的な整備の⽅向性などを位置づけるものである。 

計画対象区域は図3.2.2-9に⽰すとおりであり、計画対象区域のうち、(ｱ)街区単位で地権

者等による事業化を推進する街区を「先導プロジェクト街区」、(ｲ)地権者等による事業化

検討の機運が⾼まっている街区を「事業化検討街区」として位置づけている。また、(ｳ)交

通施設等については、必要に応じて再開発等と連携を図りながら、官⺠協働で交通結節点

としてふさわしい「基盤整備」を進めるとしている。 

 

(ｱ) 先導プロジェクト街区(街区単位で地権者等による事業化を推進する街区) 

 

表3.2.2-33(1) 先導プロジェクト街区 

整備事業地区 整備内容(想定) 備考 

①北５⻄１・ 

北５⻄２街区 

(想定) 

・広域交通結節空間(バスターミナル、乗換動線等)の整

備 

・新幹線駅施設と連携した新しい顔づくり 

・⾼次都市機能の導⼊ 

・環境・防災への配慮 

・平成29年２⽉に札幌駅交流拠

点先導街区再整備基本構想を

策定 

・関係権利者と検討中 

②北８⻄１地区 ・居住・宿泊・業務・商業機能等の複合機能の導⼊ 

・歩道沿い空地等のオープンスペースの創出 

・エネルギーネットワークとの接続 

・市街地再開発事業 

・平成21年準備組合設⽴ 

・平成26年都市計画決定 

③北６東３ 

周辺地区 

(卸センター) 

・事務所などの業務機能、⽣活利便機能の整備 

・札幌駅と創成東地区⽅⾯をつなぐ歩⾏者空間の整備 

・エネルギーネットワークとの接続  

・広場空間の形成 

・平成30年都市計画決定予定  

・地区計画 

出典：「札幌駅交流拠点まちづくり計画」(札幌市) 

 

(ｲ) 事業化検討街区(地権者等による事業化検討の機運が⾼まっている街区) 

北４⻄３街区(本事業)、北５東１街区 
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(ｳ) 基盤整備(交通施設等) 

 

表3.2.2-33(2) 基盤整備 

整備施設 整備内容(想定) 備考 

④新幹線関連施設 ・新幹線ホーム整備 

・駅舎の整備(新幹線改札・コンコース等) 

鉄道事業者を中⼼に整備内容の

検討中 

⑤都⼼アクセス強化 ・都⼼と⾼速道路を結ぶ創成川通の機能強化 国、道及び市が連携し、機能強化

を検討中 

⑥バスターミナル ・再開発と⼀体的なバスターミナルの再整備 

・バス乗降場の集約 

・待合空間等附帯施設の整備 

整備検討中 

⑦地下鉄駅コンコース ・南北線コンコースの空間整備 

・⻄２丁⽬地下空間の改善等 

南北線コンコースは平成30年度 

整備完了予定 

⻄2丁⽬線については、再開発と 

連携し、今後検討 

⑧南⼝駅前広場・新幹

線駅周辺交通施設 

・交通施設の再配置と滞留空間の充実等 

・タクシー・⼀般⾞乗降場の適切な配置 

今後検討 

⑨駐輪場 ・適切な確保 今後検討 

⑩歩⾏者ネットワーク ・創成川の東⻄を結ぶ歩⾏者ネットワークの確保 

・乗り換え利便性や回遊性の向上、バリアフリーに 

配慮した動線の形成 

今後検討 

出典：「札幌駅交流拠点まちづくり計画」(札幌市) 
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図3.2.2-9 計画対象区域及び先導プロジェクト街区等 


